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我が国の経済競争力向上，地方経済活力の維持のためには，物流の効率化が必要不可欠であり，これま

でも主要港湾等，物流拠点へのアクセス道路整備等の対策が取られてきた．しかし，そのような物流拠点

へのアクセス性向上のための施策評価は，数年に一度行われる調査の結果を元に行われている状況である．

一方で，近年，情報通信技術の進展に伴い，詳細に車両の動態に関する情報を収集することが可能となっ

てきており，物流拠点のアクセス性の現状分析や施策評価に際し，これらの情報の活用が可能となりつつ

ある． 
本稿では，物流拠点として港湾を取り上げ，国土交通省が普及展開を進めているETC2.0車載器を搭載し

たモニタ車両から収集されるETC2.0プローブを用い，アクセス道路の利用実態等を分析することを試みた．

また，ETC2.0プローブを，物流拠点へのアクセス性の現状分析や施策評価に用いる際の課題について考察

を行った． 
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1. 背景と目的 

 

経済，社会のグローバル化が進む中，我が国の国際競

争力を強化するためには，我が国の立地競争力を高めて

いくことが必要である．その一環として，国際戦略港湾

をはじめとする物流拠点の機能向上が求められている1)．

我が国では，貨物輸送（重量ベース）の9割以上を貨物

車による輸送が担っており2)，物流拠点の機能向上のた

めには，生産拠点と物流拠点を結ぶアクセス道路の整備

が不可欠である．アクセス道路の整備にあたっては，物

流拠点を利用する貨物車両による現状のアクセス状況や

アクセス道路の利用実態を明らかにした上で，道路を整

備すべき箇所や整備すべき道路の種類を明らかにする必

要がある． 

これまで，貨物車両の走行実態の把握は，数年に1度

実施される全国道路・街路交通情勢調査（道路交通セン

サス）3)や全国輸出入コンテナ貨物流動調査4)等により行

われてきているが，これらの調査では，貨物車両の運行

における走行速度，所要時間，走行経路等の詳細な走行

履歴を明らかにすることができていない．そのため，貨

物車両の走行実態分析を行った既往の研究では，トラッ

クにGPS機能付き携帯電話やGPS車載器を搭載しプロー

ブ調査を行った事例5) 6)，民間企業から取得した貨物車プ

ローブを用いた事例7)，ETCデータを用いた事例8)，プロ

ーブとETCデータの両方を用いた事例9)，ドライバーへ

のアンケート調査を行った事例10) 11)などがある．しかし，

プローブ調査は期間・エリアが限定的である点，民間企

業の貨物車プローブは道路管理者が自由に用いることが

できない点，ETCデータやアンケート調査は走行速度等

の詳細な走行履歴を明らかにできない点などに課題があ

る．これに対し，国土交通省が現在導入を進めている

ETC2.0では，車載器を搭載した車両から走行速度，位置

情報等の走行履歴情報を含むプローブ情報（ETC2.0プロ

ーブ）を常時収集可能である．ETC2.0プローブの活用に

より，年間を通じた車両の詳細な走行実態の把握が可能

となる． 
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本稿では，物流拠点のアクセス道路整備状況の違いに

よる貨物車両のアクセス状況の違いやアクセス道路の利

用実態の違いを検証するため，貨物車両から得られる

ETC2.0プローブを用いて，名古屋港，神戸港を利用する

貨物車両の発着地，運行距離，アクセス圏域の違いにつ

いて分析を行った結果を報告する．また，分析結果を踏

まえ，今後，ETC2.0プローブを用いて物流拠点のアクセ

ス性の現状分析や施策評価を行う際の課題について考察

を行う． 

 

 

2. ETC2.0プローブの特徴 
 

ETC2.0プローブは，車両に搭載されたETC2.0車載器に

記録される，車両の走行履歴，挙動履歴等からなるデー

タである．走行履歴は，時刻，緯度・経度等の情報から

なり，これらの情報から車両の走行経路を把握すること

が可能である．緯度・経度情報は，車載器のGNSS

（Global Navigation Satellite System：全地球航法衛星システ

ム）測位機能により取得される．走行履歴は，前回記録

した地点から200m走行，もしくは進行方向が45度以上

変化した時点で記録される．ETC2.0車載器には，走行延

長80～100km分の走行履歴が保存可能である．ETC2.0プ

ローブは，車両が，道路側のアンテナであるITSスポッ

トの通信領域（直下20m程度の範囲）を通過した際，

ITSスポットにアップリンクされる．アップリンクされ

たプローブデータは，プローブ統合サーバで集計・保管

され，道路管理者のもとで利用可能となる． 

 ETC2.0プローブからは通常，個車を特定できないよう

になっているが，現在国土交通省が行っている社会実験

では，事前に同意を得た物流事業者の車両約3,000台か

ら，個車特定が可能なETC2.0プローブを収集している． 

 

 

3. 名古屋港・神戸港周辺の道路整備状況の整理 
  

分析にあたり，まず，平成26年時点での名古屋港・神

戸港周辺の道路整備状況を整理した．名古屋港周辺の道

路整備状況を図-1に，神戸港周辺の道路整備状況を図-2

に示す．いずれの地域においても，環状道路の一部が事

業中または調査中となっている． 

名古屋港は中部地域の重要な物流拠点であり，四日市

港と合わせて中部地域の一大港湾拠点を形成している．

また，名古屋港周辺は伊勢湾岸自動車道路，名古屋環状

道路，名古屋高速道路，東名高速道路，名神高速道路，

東名阪自動車道路等，高規格な環状・放射状道路ネット

ワークが整備されており，貨物車両がアクセスしやすい

地勢にある．さらに，付近に自動車関連の工場が多く立

地しており，物流が盛んである． 

一方，神戸港は，六甲アイランド，ポートアイランド

内に港があり，内陸部と離れていることから，高速道路

へのアクセスはあまりよくない．また，高速道路網には

未供用区間が多く，道路整備の進んでいる名古屋港周辺

と比べ経路の選択肢が少ない．また，大阪方面，明石方

面に繋がる複数の東西道路網（阪神高速道路，一般道

等）があるが，慢性的な交通渋滞が発生している状況で

ある． 

 

 

4. ETC2.0プローブを用いた名古屋港・神戸港のア

クセス状況・アクセス道路利用実態分析 
 

(1) 分析方法 

本分析では，名古屋港・神戸港のアクセス状況の分析

図-1 名古屋港周辺の道路整備状況 12) 

図-2 神戸港周辺の道路整備状況13) 
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として，それらを利用する貨物車両の運行距離及び発着

地の比較，アクセス道路の利用実態分析として，一定の

時間内でのアクセス圏域の比較を行った．分析にあたっ

ては，貨物車両の通行量の単位として，以下に示す「ト

リップ」を用いた． 

ETC2.0プローブにおける走行履歴は一連のデータとし

てアップリンクされる．そのため，本分析では，貨物車

両が出発地を出発し，目的地で積荷の積み降ろしを行う

までの走行を1回の走行とみなし，走行履歴が途切れた

際の時間間隔がある一定の閾値を超えた場合に走行を分

割し，分割した1単位を「トリップ」，その移動距離を

「トリップ長」と定義した．時間間隔の閾値設定の考え

方を以下に述べる． 

近距離（概ね100km未満）の運行の場合，30分程度の

短時間で荷物の積み降ろしが行われ，次の運行が開始さ

れる可能性がある．そのため，短距離の運行に対しては，

時間間隔の閾値を30分と設定した．一方，長距離（概ね

100km以上）の運行の場合，配送終了後，次の配送が開

始されるまでに一定の時間間隔が置かれると想定される．

また，長時間の運転となるため，ドライバーが1人の場

合など，途中で休憩をとると考えられるが，休憩地点で

トリップを分割することは望ましくない．そのため，長

距離の運行に対しては時間間隔の閾値を360分と設定し

た．本分析では，名古屋港を起終点とする運行に対して

は豊田市，豊橋市，浜松市，大津市，京都市を含む範囲

内の地域を発着地とする場合，時間間隔の閾値を30分，

それ以外の地域を発着地とする場合，時間間隔の閾値を

360分とした．また，神戸港を起終点とする運行に対し

ては京都市，奈良市，泉佐野市，高砂市を含む範囲内の

地域を発着地とする場合，時間間隔の閾値を30分，それ

以外の地域を発着地とする場合，時間間隔の閾値を360

分とした． 

本分析で用いたのは，2014年11月1日～30日に収集さ

れたETC2.0プローブから得られた，名古屋港を起終点と

する貨物車両計94台の914トリップ，神戸港を起終点と

する貨物車両計147台の693トリップである．各港の流入，

流出の車両台数及びトリップ数の内訳を表-1に示す． 

なお，本分析は，社会実験から得られるデータのみを

対象としているため，分析結果は一般的な名古屋港，神

戸港の利用実態とは異なる可能性がある． 

 

表-1 各港の流入・流出トリップ数の内訳 
 流入 流出 ﾄﾘｯﾌ  ゚

合計 車両 ﾄﾘｯﾌ  ゚ 車両 ﾄﾘｯﾌ  ゚
名古屋港 90 452 94 462 914 

神戸港 144 346 146 347 693 

 

 

第１段階での抽出点

第２段階での抽出点

名古屋港周辺の範囲
12.8km×18.5km

図-3 名古屋港を起終点とするトリップの抽出イメージ 

 

各港を起終点とするトリップの抽出は以下の方法で行

った．まず，港を含む単純矩形を緯度経度で設定し，そ

の範囲内に含まれる走行履歴データを機械的に抽出した

（第一段階）．その後，第一段階で抽出した走行履歴デ

ータをGISソフト上に表示し，埠頭が含まれる範囲をポ

リゴンで指定してポリゴン内に含まれる走行履歴データ

を抽出するとともに，海上や高速道路上の点は起終点で

ないとして除外した（第二段階）．図-3に名古屋港を起

終点とするトリップの抽出方法のイメージを示す． 

 以上により定義したトリップを用いて，名古屋港，神

戸港を起終点とするトリップのトリップ長，発着地，ア

クセス圏域を比較した．アクセス圏域の算出にあたって

は，まず，流入トリップについては港への到着時刻から

の遡り時間，流出トリップについては港の出発時刻から

の経過時間を算出した．次に，これらの時間が30分／60

分／120分／180分／…／900分となる境目の点列データ

を抽出・分類し，地図上に表示した．その上で，一定の

時間内でトリップ長が最大となる点を結び，その内側の

範囲をアクセス圏域として定義した． 

 

(2) 分析結果 

名古屋港及び神戸港における流入トリップのトリップ

長の分布を図-4に示し，流出トリップのトリップ長の分

布を図-5に示す．また，それぞれの中央値，90%タイル

値を表-2に示す．流入トリップ長，流出トリップ長とも

に，神戸港では600km程度までの範囲に分散しているの

に対し，名古屋港では200km以内の範囲に集中している．

これより，名古屋港は神戸港に比べ近隣からのアクセス

が多いことがわかる．中央値で見ると，神戸港では流入

トリップで237km，流出トリップで75kmであるのに対し，

名古屋港では流入トリップ・流出トリップともに60km

以内である．90%タイル値で見ても，名古屋港を起終点

とするトリップ長は神戸港を起終点とするトリップ長の

約半分程度となっている． 
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図-4 名古屋港・神戸港のトリップ長分布（流入） 
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図-5 名古屋港・神戸港のトリップ長分布（流出） 

 

表-2 トリップ長の中央値・90%タイル値 

名古屋港 神戸港

中央値 58 km 237 km

90%タイル値 233 km 567 km

中央値 59 km 75 km

90%タイル値 245 km 448 km

流入

流出
 

 

次に，名古屋港における流入・流出トリップ，神戸港

における流入・流出トリップの発着地の地方別の分布を

図-6～図-9に示す．名古屋港では流入・流出ともにおよ

そ9割のトリップが中部地方に発着地を有している．さ

らに，中部地方に出発地を有する流入トリップのうち

98%が愛知県内に出発地を有するトリップであり，中部

地方に目的地を有する流出トリップのうち99%が愛知県

内に目的地を有するトリップであった．一方，神戸港で

は，流入トリップは関東地方や中部地方といった遠方の

地域からのものが多く，流出トリップは関西地方へ向か

うものが多い． 

 次に，名古屋港における流入・流出トリップ，神戸港

における流入・流出トリップの，一定時間内でのアクセ

ス圏域を図10～図13に示す． 

 名古屋港の流入トリップでは北東方向の長いトリップ

が存在しないため，120分圏内，180分圏内の範囲は偏り

が見られるが，30分圏内，60分圏内の範囲は東西方向で

概ね均等に分布していることが確認できる．流出トリッ

プについても30分圏内～60分圏内の範囲は東西方向でほ

ぼ均等に分布していることが確認できる． 

神戸港では，流入・流出ともにほぼ全ての時間圏域で

東方向のほうが西方向にくらべアクセス圏域が広いこと

が確認できる． 

中部地方 90.9%

東北地方 0.4%

関東地方 0.2%関西地方 4.9%

中国地方 2.9%
四国地方 0.7%

N=452  
図-6 名古屋港・流入トリップの出発地の地方別分布 

 

中部地方 88.5%

東北地方 0.9%

関東地方 1.1%関西地方 5.2%

中国地方 3.5%
四国地方 0.9%

N=462  
図-7 名古屋港・流出トリップの目的地の地方別分布 

 

関東地方
21.4%

中部地方
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関西地方
35.3%

中国地方 6.4%

四国地方 4.0%
九州地方 0.9%

東北地方 1.2%

N=346  
図-8 神戸港・流入トリップの出発地の地方別分布 

 

中部地方
19.9%

関西地方
66.9%

中国地方 2.3%

四国地方 2.0%

九州地方 1.2%
東北地方 0.6%

関東地方 7.2%

N=347  
図-9 神戸港・流出トリップの目的地の地方別分布 

 

(3) 考察 

 トリップ長及び発着地の分析の結果，名古屋港は愛知

県内を中心とする近隣地域からの利用が多く，神戸港で

は遠方の地域との間の輸送が多いことが明らかになった．

神戸港周辺は名古屋港周辺に比べ環状道路等の整備が十

分でなく，また明石方面，大阪方面に繋がる東西道路網

では慢性的な渋滞が発生しており，周辺地域からのアク

セスが悪いことが要因の1つとして考えられる．また，

名古屋港では流入トリップと流出トリップでトリップ長

に有意な差は見られなかったが，神戸港では，流出トリ

ップは流入トリップに比べトリップ長が短い結果となっ

た．トリップ長が短い運行の例として，流入時は遠方か



 

 5

ら荷物を運び，流出時は大阪府や兵庫県内の事業所に戻

るといった運行や，遠方の事業所からアクセスし，神戸

港で積載した荷物を大阪府や兵庫県内に配送するといっ

た運行が考えられる． 

アクセス圏域の分析の結果，名古屋港では流入，流出

ともに30分圏内，60分圏内の範囲は東西方向で概ね均等

に分布していることが確認できた．120分圏域，180分圏

域には偏りが見られ，流入，流出で圏域の分布が異なる

結果となったが，名古屋港では流入，流出ともに120分，

180分のトリップが少なく，有効な分析結果であるとは

いえない．神戸港では，流入，流出ともに東方向のほう

が西方向に比べややアクセス圏域が広い結果となった．

原因として，トリップ長の分析結果と同様，東側と西側

のアクセス道路の整備状況の違いや，東西での渋滞状況

の違い等が考えられる．120分圏域，180分圏域に関して

は，西側のトリップが少なく，有効な分析結果であると

はいえない．今回行った分析では，名古屋港，神戸港と

もに全ての時間帯を対象としており，時間帯による渋滞

状況等の違いを考慮していない．今後の分析においては，

時間帯や季節の違いによるアクセス圏域の変動について

も考慮する必要がある．また，貨物車の車種によっては，

特定の道路を走行できない場合や，走行速度に制限があ

る場合があるため，車種を区分して分析を行うことも有

効であると考えられる． 

 

 

5. 今後の課題 
 本稿では，社会実験から得られるETC2.0プローブを用

い，アクセス道路の整備状況が異なる名古屋港，神戸港

を対象として，アクセス性の現状分析や施策評価に資す

ると考えられる貨物車両の走行実態分析を行った．その

結果，アクセス道路の整備状況の違いにより，トリップ

長やトリップの発着地，一定時間内でのアクセス圏域が

異なる可能性があることを示唆したが，分析に用いたデ

ータ数が十分でないこと，渋滞を加味した分析を行う必

要があることなどが課題として挙げられた．社会実験に

おけるETC2.0プローブは継続的に蓄積しており，今後は

道路ネットワークのパフォーマンス評価等への活用につ
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30分圏内

アクセス時間（分）

名古屋港

30分圏内
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神戸港
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神戸港
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図-10 名古屋港・流入トリップのアクセス圏域 図-11 名古屋港・流出トリップのアクセス圏域 

図-12 神戸港・流入トリップのアクセス圏域 図-13 神戸港・流出トリップのアクセス圏域 
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いて検討を行っていく必要がある． 

また，本研究での分析を踏まえ，今後ETC2.0プローブ

を用いて物流拠点へのアクセス性の現状分析や施策評価

を行う際の課題を以下に整理する． 

 第一の課題は，分析対象となる車両が限定的である点

である．今回の分析では，社会実験においてETC2.0車載

器を搭載した貨物車両を対象としたため，名古屋港，神

戸港を利用する全ての貨物車両を分析対象とはしていな

い．また，分析対象に同一の車両による複数のトリップ

が含まれている．今後，ETC2.0車載器が普及し，ETC2.0

プローブを用いてアクセス性等の分析を行う際には，こ

れらの課題を考慮し，道路交通センサスによる調査結果

と組み合わせるといった対策が必要になると考えられる． 

第二の課題は，トリップを正確に分割できない点であ

る．今回の分析では，荷物の積み降ろしを基準に，4. 

(1)に示す方法でトリップ分割を行ったが，その結果抽

出されたトリップは貨物車両の運行を正確に反映してい

るとはいえない．この点，既往研究11)，12)で行われている

ドライバへのアンケート調査では，荷物の積み降ろし等

によるトリップの判定を正確に行うことができると考え

られ，プローブ分析とアンケート調査を組み合わせる方

法が課題解決策の1つとして挙げられる． 

第三の課題は，ETC2.0プローブの特徴による影響であ

る．ETC2.0プローブにおける位置情報はGNSS測位機能

により取得され，デジタル道路地図上にマップマッチン

グされているが，トンネル部，高架道路と一般道の併走

区間，高層ビルによるマルチパスが生じる区間等では，

GNSS測位機能が低下し，走行経路が正しく特定されな

い可能性がある．また，物流拠点を起終点とするトリッ

プの抽出においても，トリップの起終点を正しく抽出で

きない可能性がある．分析等を行う際には，以上のよう

な特徴を考慮し，十分なデータ量を確保した上で，不確

実なデータを除去して分析を行う，といった対策が必要

と考えられる． 
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ANALYSIS OF USAGE OF ACCESS ROADS TO FREIGHT TERMINALS 
BY USING ETC2.0 PROBE DATA 

 
Takahiro TSUKIJI, Shoichi SUZUKI, Yukio SHIKATANI and Hiroshi MAKINO 

 
This paper reports the result of an analysis on current using situation of access roads to specific freight 

terminals by using the data from ETC2.0 introduced by MLIT. In the analysis, the characteristics of trips 
of Nagoya Port and Kobe Port were compared. As a result, trip length, distribution of O/D, and access 
area were found to be different by the development status of access roads. It was also found that more 
sophisticated analysis using ETC2.0 data such as road network performance evaluation is necessary in the 
future research. 


